
平成２８年度地方創生交付金事業にかかる事業検証について（地方創生加速化交付金） 

  

【事業名】 

みかん等特産品と希少な「国産オリーブ」による農業の振興と「子育てのまち」シティプロモ

ーションによる交流・移住促進事業 

【活用交付金】 

 地方創生加速化交付金（H28.8.30 交付決定 国費補助:１０／１０ 事業期間：H29.3.31 まで） 

 交付決定額：5,246千円 

【事業主体】 

 長与町生活研究グループ連絡会及び長与町オリーブ振興協議会の構成員による任意団体 

【事業着手の動機・方向性】 

H28.６月にオープンした農産物加工・販売所「長与カラ：フル」にて事業を実施。同所の自

立的経営と加工所メンバー、オリーブ生産者等の収益向上を図り、ひいては、町内農業の振興を

図った。 

【事業実施内容】 

○特産品試作品製造委託 (403 千円)  

○経営コンサルティング委託(2,700 千円)  

○特産品 PR 等委託 (1,646 千円)  

○子育て環境や特産品に関する PR リーフレットの作成 ※町で実施 (497 千円) 

【KPI】 

KPI 名 当初(H27.3) 目標（H29.3) 実績(H29.3) 

①農産物加工所（・販売所）における売上高  ｘ円 ２倍 1.56 倍 

②農産物加工所（・販売所）における雇用人数 12 人 １７人 １６人 

③新規就農者数（単年度、役場において把握 

している数値） 
１人 ２人 ４人 

④転入者数（単年度 長崎県異動人口調査） 2,231 人 2,250 人 2,130 人 

【今後の見通し・予定】 

町としては農産物加工販売所である長与カラ：フルについて、特産品の PR という観点から、今

回製作した販促物を活用した PR や試作品の商品化に向けた取り組みを行っていく。 

 

【推進会議における本事業の評価・意見】 

 

（評価） 

地方版総合戦略の KPI 達成に有効であった 

（意見） 

・オリーブの生産者数、収量、町としての収量目標等についての質疑・意見  等 
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平成２８年度地方創生交付金事業にかかる事業検証について（地方創生推進交付金） 

  

 【事業名】 

小さな楽園拡大連携プロジェクト（移住促進事業）  

【活用交付金】 

 地方創生推進交付金（H28.8.30 交付決定 国費補助：５／１０ 事業期間：H33.3.31 まで） 

 交付決定額：171千円 

【事業主体】 

長崎県及び県下２１市町 

【事業着手の動機・方向性】 

長崎県は他県を上回る人口減少を見込んでいる中、長崎県へのＵＩターン希望者の県内移住を促

進するため、県と市町が連携し、移住相談、情報発信、仕事のマッチング機能等を有する「なが

さき移住サポートセンター」を長崎県庁、東京都有楽町へ設置。H28 年度長与町の負担金とし

て 342 千円支出、うち地方創生推進交付金 171 千円を充当。 

【H28 事業実施内容】 

○ながさき移住サポートセンター実施事業 

 移住相談窓口設置（長崎 4 名、東京 2 名）、移住相談会（東京５回、大阪 1 回、福岡３回） 

無料職業紹介（潜在求人の発掘）、ながさき移住倶楽部運営（キャンピングカー、宿泊・引

っ越し・リフォーム等優遇）、子・孫ターン促進等の情報発信 等 

○町としての取り組み 

 移住相談対応、各媒体への情報掲載（県移住HP、県移住情報誌、町HP、町広報誌） 

町 PR 動画の作成（長崎県立大学内サークル）、町 PR チラシの作成・配布 等 

【KPI】 

○交付金における県全体での KPI → KPI①が本町実施部分に係る内容となる。 

①「移住サポートセンター」が関与して移住した外部人材の数、並びに地域の担い手（農水産

業）となった人材の数（人）、 

②地域運営組織の形成数（組織数）、③小さな拠点の設立数（拠点数）④地域運営組織におけ

る売上額（千円） 

○H28 県サポートセンター実績：相談 4,187件、移住者 454 名（目標 250 名） 

○H28 長与町実績      ：H28 相談5 件（センター実績含む）、移住 1組 4 名 

社会動態 △159 名 

→本町の総合戦略内の下記 KPI に相当 

      「移住相談者数」           （数値なし） → 12 人（H31) 

      「社会動態（転入者数－転出者数）」 △17 人（H26) → ０人（H31) 

【事業効果・今後の見通し】 

県として力を入れている事業であり、県全体としては、目標を上回るペースで移住実績が伸び、

成果を上げている。H29 年度もH28 年度を上回るペースで相談・移住の実績を出している。 

長与町においても、H28 年度は移住サポートセンター経由で 1 組４名の移住があり、町とし

ても今後必要な事業であると考える。 

【推進会議における本事業の評価・意見】 

（評価）地方版総合戦略の KPI 達成に有効であった 

（意見）移住実績があり、費用に対して十分な成果ではないか。 
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